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新谷元嗣、藪友良 

6 章の解答 

[1] 

(a) 𝑦𝑦と𝑧𝑧の階差をとると、 

𝑦𝑦𝑡𝑡 − 𝑦𝑦𝑡𝑡−1 = 𝑎𝑎10 + (𝑎𝑎11 − 1)𝑦𝑦𝑡𝑡−1 + 𝑎𝑎12𝑧𝑧𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

𝑧𝑧𝑡𝑡 − 𝑧𝑧𝑡𝑡−1 = 𝑎𝑎20 + 𝑎𝑎21𝑦𝑦𝑡𝑡−1 + (𝑎𝑎22 − 1)𝑧𝑧𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡 

となる。ここで、(6.21)式の条件 

𝑎𝑎11 = [(1− 𝑎𝑎22) − 𝑎𝑎12𝑎𝑎21]/(1− 𝑎𝑎22) 

を変形して得られる式、𝑎𝑎11 − 1 = −𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1−𝑎𝑎22

、𝑎𝑎22 − 1 = −𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1−𝑎𝑎11

を上の二式に代入すると、 

Δ𝑦𝑦𝑡𝑡 = 𝑎𝑎10 −
𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1 − 𝑎𝑎22

𝑦𝑦𝑡𝑡−1 + 𝑎𝑎12𝑧𝑧𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

𝛥𝛥𝑧𝑧𝑡𝑡 = 𝑎𝑎20 + 𝑎𝑎21𝑦𝑦𝑡𝑡−1 −
𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1 − 𝑎𝑎11

𝑧𝑧𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡 

となる。従って、𝛼𝛼𝑦𝑦 = −𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1−𝑎𝑎22

、𝛼𝛼𝑧𝑧 = 𝑎𝑎21、𝛽𝛽 = 1−𝑎𝑎22
𝑎𝑎21

= 𝑎𝑎12
1−𝑎𝑎11

とすると、yの階差は 

Δ𝑦𝑦𝑡𝑡 = 𝑎𝑎10 −
𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1 − 𝑎𝑎22

𝑦𝑦𝑡𝑡−1 + 𝑎𝑎12𝑧𝑧𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

= 𝑎𝑎10 + 𝛼𝛼𝑦𝑦(𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1)  + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

となり、zの階差は 

𝛥𝛥𝑧𝑧𝑡𝑡 = 𝑎𝑎20 + 𝑎𝑎21𝑦𝑦𝑡𝑡−1 −
𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1 − 𝑎𝑎11

𝑧𝑧𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡 

= 𝑎𝑎20 + 𝛼𝛼𝑧𝑧(𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1) + 𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡 

となる。従って、誤差修正モデルの表現が導出された。 

 

(b) (1− 𝑎𝑎22)𝑎𝑎10 + 𝑎𝑎12𝑎𝑎20 = 0が成立していると仮定する。すると、(6.21)式の条件より、 

(1 − 𝑎𝑎11)𝑎𝑎20 + 𝑎𝑎21𝑎𝑎10 = �1− [(1− 𝑎𝑎22) − 𝑎𝑎12𝑎𝑎21]/(1− 𝑎𝑎22)�𝑎𝑎20 + 𝑎𝑎21𝑎𝑎10 

=
(𝑎𝑎20 + 𝑎𝑎21𝑎𝑎10)(1− 𝑎𝑎22) − 𝑎𝑎20[(1− 𝑎𝑎22)− 𝑎𝑎12𝑎𝑎21]

1 − 𝑎𝑎22
 

=
𝑎𝑎20𝑎𝑎12𝑎𝑎21 + (1 − 𝑎𝑎22)𝑎𝑎21𝑎𝑎10

1 − 𝑎𝑎22
 

=
𝑎𝑎21[(1− 𝑎𝑎22)𝑎𝑎10 + 𝑎𝑎20𝑎𝑎12]

1 − 𝑎𝑎22
 



= 0 

となる。従って、(1− 𝑎𝑎22)𝑎𝑎10 + 𝑎𝑎12𝑎𝑎20 = 0なら、𝑦𝑦𝑡𝑡と𝑧𝑧𝑡𝑡は 

𝑦𝑦𝑡𝑡 = [(1− 𝑎𝑎11𝐿𝐿)(1− 𝑎𝑎22𝐿𝐿)− 𝑎𝑎12𝑎𝑎21𝐿𝐿2]−1�(1− 𝑎𝑎22𝐿𝐿)𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 + 𝑎𝑎12𝐿𝐿𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡� 

𝑧𝑧𝑡𝑡 = [(1− 𝑎𝑎11𝐿𝐿)(1− 𝑎𝑎22𝐿𝐿)− 𝑎𝑎12𝑎𝑎21𝐿𝐿2]−1�𝑎𝑎21𝐿𝐿𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 + (1− 𝑎𝑎11𝐿𝐿)𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡� 

と書ける。変数が確定トレンドを持つためには、ドリフト項が 0になってはならないので、
(1− 𝑎𝑎22)𝑎𝑎10 + 𝑎𝑎12𝑎𝑎20 = 0が満たされている場合、𝑦𝑦𝑡𝑡と𝑧𝑧𝑡𝑡のトレンドの傾きは共に 0 と考え
られる。また、この時、(a)で求めた誤差修正表現はそれぞれ、 

Δ𝑦𝑦𝑡𝑡 = 𝑎𝑎10 + 𝛼𝛼𝑦𝑦(𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1) + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

= −
𝑎𝑎12𝑎𝑎20
1 − 𝑎𝑎22

−
𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1− 𝑎𝑎22

(𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1) + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

= −
𝑎𝑎12𝑎𝑎21
1 − 𝑎𝑎22

�𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1 +
𝑎𝑎20
𝑎𝑎21

� + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

= 𝛼𝛼𝑦𝑦 �𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1 +
𝑎𝑎20
𝑎𝑎21

� + 𝜀𝜀𝑦𝑦𝑡𝑡 

と 

𝛥𝛥𝑧𝑧𝑡𝑡 = 𝑎𝑎20 + 𝛼𝛼𝑧𝑧(𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1) + 𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡 

= 𝑎𝑎21 �𝑦𝑦𝑡𝑡−1 − 𝛽𝛽𝑧𝑧𝑡𝑡−1 +
𝑎𝑎20
𝑎𝑎21

� + 𝜀𝜀𝑧𝑧𝑡𝑡 

となる。従って、(1− 𝑎𝑎22)𝑎𝑎10 + 𝑎𝑎12𝑎𝑎20 = 0という条件は、共和分ベクトルに定数項が含ま
れる制約に等しい。 

 

(c) (6.28)式は、𝜋𝜋がフルランクである場合の(6.27)式の長期均衡解を記述した方程式である。
今回、切片項が追加されたことで、(6.27)式は 

𝛥𝛥𝑥𝑥𝑡𝑡 = 𝐴𝐴0 + 𝜋𝜋𝑥𝑥𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑡𝑡 

となる。従って、𝜋𝜋がフルランクである場合、(6.28)式は以下の n本の独立な方程式で記述さ
れることになる。 

𝜋𝜋11𝑥𝑥1𝑡𝑡 + 𝜋𝜋12𝑥𝑥2𝑡𝑡 +⋯+ 𝜋𝜋1𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡 = −𝑎𝑎01 

𝜋𝜋21𝑥𝑥1𝑡𝑡 + 𝜋𝜋22𝑥𝑥2𝑡𝑡 +⋯+ 𝜋𝜋2𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡 = −𝑎𝑎02 

… 

𝜋𝜋𝑛𝑛1𝑥𝑥1𝑡𝑡 + 𝜋𝜋𝑛𝑛2𝑥𝑥2𝑡𝑡 + ⋯+ 𝜋𝜋𝑛𝑛𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡 = −𝑎𝑎0𝑛𝑛 

この n本の方程式を解くことで、それぞれの𝑥𝑥𝑖𝑖𝑡𝑡の長期均衡解を決定出来る。 

 

また、問題文の通り𝜋𝜋のランクが 1 である場合、𝛥𝛥𝑥𝑥𝑡𝑡 = 𝐴𝐴0 + 𝜋𝜋𝑥𝑥𝑡𝑡−1 + 𝜀𝜀𝑡𝑡は 

∆𝑥𝑥1𝑡𝑡 = (𝜋𝜋11𝑥𝑥1𝑡𝑡−1 + 𝜋𝜋12𝑥𝑥2𝑡𝑡−1 + ⋯+ 𝜋𝜋1𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡−1) + 𝑎𝑎01 + 𝜀𝜀1𝑡𝑡 

∆𝑥𝑥2𝑡𝑡 = 𝑠𝑠2(𝜋𝜋21𝑥𝑥1𝑡𝑡−1 + 𝜋𝜋22𝑥𝑥2𝑡𝑡−1 + ⋯+ 𝜋𝜋2𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡−1) + 𝑎𝑎02 + 𝜀𝜀2𝑡𝑡 

… 



∆𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡 = 𝑠𝑠𝑛𝑛(𝜋𝜋𝑛𝑛1𝑥𝑥1𝑡𝑡−1 + 𝜋𝜋𝑛𝑛2𝑥𝑥2𝑡𝑡−1 + ⋯+ 𝜋𝜋𝑛𝑛𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡−1) + 𝑎𝑎0𝑛𝑛 + 𝜀𝜀𝑛𝑛𝑡𝑡 

と書ける。ただし、𝑠𝑠𝑖𝑖は𝜋𝜋𝑖𝑖𝑖𝑖 = 𝑠𝑠𝑖𝑖𝜋𝜋1𝑖𝑖を満たすパラメータである。ここで、新たな制約𝑎𝑎𝑖𝑖0 = 𝑠𝑠𝑖𝑖𝑎𝑎10
を課すことにすると、 

∆𝑥𝑥1𝑡𝑡 = (𝜋𝜋11𝑥𝑥1𝑡𝑡−1 + 𝜋𝜋12𝑥𝑥2𝑡𝑡−1 + ⋯+ 𝜋𝜋1𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡−1+𝑎𝑎01) + 𝜀𝜀1𝑡𝑡 

∆𝑥𝑥2𝑡𝑡 = 𝑠𝑠2(𝜋𝜋21𝑥𝑥1𝑡𝑡−1 + 𝜋𝜋22𝑥𝑥2𝑡𝑡−1 + ⋯+ 𝜋𝜋2𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡−1+𝑎𝑎01) + 𝜀𝜀2𝑡𝑡 

… 

∆𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡 = 𝑠𝑠𝑛𝑛(𝜋𝜋𝑛𝑛1𝑥𝑥1𝑡𝑡−1 + 𝜋𝜋𝑛𝑛2𝑥𝑥2𝑡𝑡−1 +⋯+ 𝜋𝜋𝑛𝑛𝑛𝑛𝑥𝑥𝑛𝑛𝑡𝑡−1+𝑎𝑎01) + 𝜀𝜀𝑛𝑛𝑡𝑡 

と上の n 本の式は変形出来る。この場合、システムから線形トレンドが排除され、定数項が
共和分ベクトルに含まれている。 (6.29)式の誤差修正表現との違いは、共和分ベクトルの中
に切片項が存在することにある。 

 

[2] 

(a) サラスの公式より、行列式は 

|𝜋𝜋| = 0.6 × (−0.25) × 0.4 + (−0.5) × 0.1 × 1.2 + 0.2 × 0.3 × (−1.0) 

−0.2 × (−0.25) × 1.2− 0.1 × (−1.0) × 0.6 + 0.4 × (−0.5) × 0.3 

= −0.06− 0.06− 0.06 + 0.06 + 0.06 + 0.06 

= 0 

となる。 

 

(b) 特性多項式は 

�
λ − 0.6 0.5 −0.2
−0.3 λ + 0.25 −0.1
−1.2 1.0 λ − 0.4

� 

= (𝜆𝜆 − 0.6)(𝜆𝜆 + 0.25)(𝜆𝜆 − 0.4) + 0.06 + 0.06− 0.24(𝜆𝜆 + 0.25) + 0.1(𝜆𝜆 − 0.6) + 0.15(𝜆𝜆 − 0.4) 

= 𝜆𝜆3 − 0.75𝜆𝜆2 

= 0 

となる。従って、固有値の 2 つは 0であり、3 番目の固有値は 0.75である。 

 

(c) �
0.6 −0.5 0.2
0.3 −0.25 0.1
1.2 −1.0 0.4

� = �
𝛼𝛼1
𝛼𝛼2
𝛼𝛼3
� [3 −2.5 1]を満たす�

𝛼𝛼1
𝛼𝛼2
𝛼𝛼3
�は、�

𝛼𝛼1
𝛼𝛼2
𝛼𝛼3
� = �

0.2
0.1
0.4

�である。 

 

もし𝛽𝛽を𝑥𝑥1𝑡𝑡に関して基準化したら、𝑥𝑥1𝑡𝑡 = 3より、𝛽𝛽の各要素はそれぞれ 1/3 倍の値になる。

そのため、𝜋𝜋 = 𝛼𝛼𝛽𝛽′を保つためには、𝛼𝛼の各要素は 3 倍される必要がある。従って、もし𝛽𝛽を

𝑥𝑥1𝑡𝑡に関して基準化したら、�
𝛼𝛼1
𝛼𝛼2
𝛼𝛼3
� = �

0.6
0.3
1.2

�となる。 

 



(d) 共和分ベクトル𝛽𝛽に関する制約の検定は 6.8（381,382 ページ）において説明されている。
まず、𝜋𝜋のランクを求めて、共和分ベクトルの数を求める。今回、𝜋𝜋の 2行目は 1 行目の 1/2

倍、3 行目は 1 行目の 2 倍であるので、𝜋𝜋のランクは 1 であるとわかる。次に、制約付きの
モデルで推定された𝜋𝜋の最大の固有値λ� ∗tを求める。すると、制約なしのモデルで推定され
た𝜋𝜋の最大の固有値は 0.75であるので、共和分ベクトル𝛽𝛽に関する制約を検定するための尤
度比検定統計量は、 

T[ln(1− λ�t∗) − ln(1− 0.75)] = T[ln(1− λ�t)− ln4] 
となる。今回、制約の数は 1 であるので、この尤度比検定統計量は自由度 1 の𝜒𝜒2分布に従
う。従って、尤度比検定統計量が自由度 1の𝜒𝜒2分布を超えていれば、帰無仮説を棄却すれば
よい。このようにして、𝛽𝛽1 + 𝛽𝛽2 = 0の制約は検定することが出来る。 

 

(e) 特性多項式は 

�
λ − 0.8 −0.4 0.0
−0.2 λ − 0.1 0.0
−0.75 −0.25 λ − 0.5

� 

= (λ − 0.8)(λ − 0.1)(λ − 0.5) + 0.08(λ − 0.5) 

= λ(λ − 0.9)(λ − 0.5) 

= 0 

となる。従って、固有値は 0.0、0.5、0.9 であるとわかる。 

 

(f) �
0.8 0.4 0.0
0.2 0.1 0.0

0.75 0.25 0.5
� = �

𝛼𝛼11 𝛼𝛼12
𝛼𝛼21 𝛼𝛼22
𝛼𝛼31 𝛼𝛼32

� � 0.8 0.4 0.0
0.75 0.25 0.5�を満たす�

𝛼𝛼11 𝛼𝛼12
𝛼𝛼21 𝛼𝛼22
𝛼𝛼31 𝛼𝛼32

�は、�
𝛼𝛼11 𝛼𝛼12
𝛼𝛼21 𝛼𝛼22
𝛼𝛼31 𝛼𝛼32

� =

�
1 0

0.25 0
0 1

�である。 

 

[3] 

(a) 6.5 の第 1段階から第 3 段階の内容を再現する。 

[第 1 段階] 

各変数をクリックして、「View」→「Unit Root Tests」→「Standard Unit Root Tests」を選択
する。ここで、DF 検定を行いたい場合はラグ 0 を、ADF 検定を行いたい場合はラグ 4を選
択する。以下の表は、各変数に対する DF（ADF）検定の結果である。 

 

まず𝑦𝑦𝑡𝑡に関して検定を行う。左の表はラグなしの下での検定の結果、右の表は 4 期ラグの下
での検定の結果である。 



  
 

次に𝑧𝑧𝑡𝑡に関して検定を行う。左の表はラグなしの下での検定の結果、右の表は 4 期ラグの下
での検定の結果である。 

  
最後に、𝑤𝑤𝑡𝑡に関して検定を行う。左の表はラグなしの下での検定の結果、右の表は 4 期ラグ
の下での検定の結果である。 



  

以上の結果より、表 6.2を再現することが出来る。また、3系列とも単位根の帰無仮説を棄
却できないことがわかる。 

 

[第 2 段階] 

まず、3 通りの長期関係の推定値を求め、それぞれの共和分回帰からの残差を求める。 

 

まず、𝑦𝑦𝑡𝑡の長期関係を推定する。「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「y c z w」
と入力し、推定を行う。推定結果は以下の通りである。 

 

次に、𝑧𝑧𝑡𝑡の長期関係を推定する。「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「z c y w」
と入力し、推定を行う。推定結果は以下の通りである。 



 
最後に、𝑤𝑤𝑡𝑡の長期関係を推定する。「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「w c y 

z」と入力し、推定を行う。推定結果は以下の通りである。

 
以上の結果は、本文中の結果と等しい。 

 

次に、それぞれの残差に関して DF 検定と ADF 検定を行う。𝑦𝑦𝑡𝑡の長期関係の推定を行った
直後、コマンドウインドウに 

genr e_y = resid 

と打つと、e_yに残差が保存される。𝑧𝑧𝑡𝑡と𝑤𝑤𝑡𝑡の残差に関しても同様に保存することが出来る。
これにより、 [第 1段階]と同様に ADF(DF)検定を行うことが出来る。 

 

まず𝑦𝑦𝑡𝑡の残差に関して検定を行う。左の表はラグなしの下での検定の結果、右の表は 4期ラ
グの下での検定の結果である。なお、ここでは、説明変数に定数項を含めない設定で ADF

検定を行なっている。 



  

次に𝑧𝑧𝑡𝑡の残差に関して検定を行う。左の表はラグなしの下での検定の結果、右の表は 4期ラ
グの下での検定の結果である。𝑦𝑦𝑡𝑡の残差の検定同様に、説明変数に定数項を含めない設定で
ADF検定を行なっている。 

  
最後に𝑤𝑤𝑡𝑡の残差に関して検定を行う。左の表はラグなしの下での検定の結果、右の表は 4 期
ラグの下での検定の結果である。𝑦𝑦𝑡𝑡の残差の検定同様に、説明変数に定数項を含めない設定
で ADF 検定を行なっている。 



  
これらの結果は、表 6.3と一致する。 

 

[第 3 段階] 

最後に、誤差修正モデルを推定する。「Quick」→「Estimate VAR」を選択し、内生変数とし
て d(y) d(z) d(w)を選び、外生変数として c e_w(-1)を選び、ラグを 1 に設定する。すると、1

次のラグがある誤差修正モデルは、以下のように推定される。 

 



以上の結果は、本文中の結果と等しい。また、誤差修正項の係数の t 統計量を見ると、(6.37)

式では 2.786、(6.38)式では 0.419、(6.39)式では 0.207 となっている。従って、誤差修正項が
有意であるのは、(6.37)式だけであることもわかる。 

 

(b) まず、ラグを選択する。「Quick」→「Estimate VAR」を選択し、内生変数として y z w

を選び、外生変数として c e_w(-1)を選び、VAR モデルの推定を行う。次に、VAR window か
ら「View」→「Lag Structure」→「Lag Length Criteria」を選択する。ここで、ラグの最大次
数を 8とすると、以下の結果を得る。 

 
ここでは、「一般からの特定」法に基づき、ラグ 5 を選択することとする。 

 

次にインパルス応答関数を求める。まず「Quick」→「Estimate VAR」を選択し、ラグを 5

に変更して推定を行う。次に、Var Window から、「View」→「Impulse Response」を選択
する。そして、デフォルトの設定のまま OK を押す。すると、以下のグラフを得る。

 



また、Var window にて「View」→「Variance Decomposition」を選択して、デフォルトの設
定のまま OK を押す。すると、分散分解は以下のように求まる。 

 

これらの結果は、変数の構成と整合的である。 

 

(c) 6.9 の第 1段階から第 3 段階の内容を再現する。 

[第 1 段階] 

(a)の[第 1段階]にて、全ての変数についての単位根検定を行った。検定の結果は、全ての変
数の単位根の帰無仮説は棄却できない、というものであった。従って、全ての変数は I(1)で
あるため、共和分分析が可能であると言える。また、それぞれの変数の線形トレンドを確認
する。以下のグラフはそれぞれの変数をプロットしたものである。 



 

これらのプロットから、各変数に線形トレンドがあると言うことは出来ない。次に VAR モ
デルの次数を決定する。「Quick」→「Estimate VAR」を選択し、内生変数として y z w、外
生変数として cを選び、VAR モデルの推定を行う。次に、VAR window から「View」→「Lag 

Structure」→「Lag Length Criteria」を選択する。ここで、ラグの最大次数を 8 とする。する
と、以下の結果を得ることが出来る。従って、AIC に基づき VAR モデルのラグを 2 とする。 

 

 

[第 2 段階] 

モデルを最尤法で推定して、𝜋𝜋のランクを決定する。Workfile Window で「View」→「Show」
と進み、y z w を選択して OK を押すと、3 変数のグループが作られる。次に、作成した Group

で「View」→「Cointegration Test」→「Johansen System Cointegration Test」を選択する。そし
て、2番目の設定（Intercept (no trend) in CE – no intercept in VAR）と 2までのラグを選択し
て検定を行う。以下の表は、検定の結果である。 



 
従って、行列𝜋𝜋の特性根は 0.32600、0.14032、0.03317 とわかる。また、表 6.8やそれ以降の
第 2 段階の結果も再現されていることがわかる。 

 

[第 3 段階] 

第 2 段階と同様に、「View」→「Cointegration Test」→ 「Johansen System Cointegration Test」
を選択する。そして、「VEC Restrictions」をクリックし、「VEC Coefficient Restrictions」の
「Enter Restrictions」に検定したい制約を入れる。今回、共和分ベクトルの数を 1 としてい
るため、1 番目の共和分関係の 4 つの係数、𝐵𝐵(1,1),𝐵𝐵(1,2),𝐵𝐵(1,3),𝐵𝐵(1,4)に関して制約を考



えればよい。なお、𝐵𝐵(1,1)は y の係数𝛽𝛽1、𝐵𝐵(1,2)は z の係数𝛽𝛽2、𝐵𝐵(1,3)は w の係数𝛽𝛽3、𝐵𝐵(1,4)

は定数項の係数𝛽𝛽0を表している。 
 
1 について： 
定数項がないという制約𝛽𝛽0 = 0を検定する。そのためには、「Enter Restrictions」に「𝐵𝐵(1,1) =

−1,𝐵𝐵(1,4) = 0」と入力して、共和分検定を行えば良い。ここでは、𝛽𝛽1が−1に基準化されて
いるため、𝛽𝛽1 = −1という制約も課さなければならないことに注意しなければならない。こ
の点は 2でも 3でも同様に注意する必要がある。検定の結果は以下の通りである。 

 



尤度比検定統計量は 0.011237 となり、p 値は 0.9156 となる。従って、共和分ベクトルに定
数項がない制約である𝛽𝛽0 = 0は棄却されない。 
 

２について： 

制約𝛽𝛽2 = −1,𝛽𝛽3 = 1を検定する。そのためには、「Enter Restrictions」に「𝐵𝐵(1,1) =

−1,𝐵𝐵(1,2) = −1,𝐵𝐵(1,3) = 1」と入力して、共和分検定を行えば良い。検定の結果は以下の通
りである。 

 



尤度比検定統計量は 0.55349 となり、p 値は 0.7582 となる。従って、制約𝛽𝛽2 = −1,𝛽𝛽3 = 1

は棄却されない。 
 

３について： 

制約𝛽𝛽0 = 0,𝛽𝛽2 = −1,𝛽𝛽3 = 1を検定する。そのためには、「Enter Restrictions」に「𝐵𝐵(1,1) =

−1,𝐵𝐵(1,2) = −1,𝐵𝐵(1,3) = 1,𝐵𝐵(1,4) = 0」と入力して、共和分検定を行えば良い。検定の結果
は以下の通りである。 
 

 



尤度比検定統計量は 1.812835 となり、p 値は 0.612146 となる。従って、制約𝛽𝛽0 = 0,𝛽𝛽2 =

−1,𝛽𝛽3 = 1は棄却されない。以上より、第 3 段階の結果は再現された。 
 

[4] 

(a) まず初めに、tbill を rs、tb1yr を rl にそれぞれ名前を変更する。次に、各変数を選択し
て、「View」→「Unit Root Tests」→「Standard Unit Root Tests」を選択する。また、ラグは
7 を各変数に対して選択する。以下の表は、各変数に対する ADF 検定の結果である。 

 

まず𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡に関して検定を行う。検定の結果は以下の通りである。 

 
次に、𝑟𝑟𝐿𝐿𝑡𝑡に関して検定を行う。検定の結果は以下の通りである。 

 



従って、ADF検定統計量の値はそれぞれ、-1.61304 と-1.39320となる。 

 

(b) まず「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「rs c rl」と入力し、𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡を「独立」変
数として用いた場合の長期関係の推定を行う。推定結果は以下の通りである。同様にして、
「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「rl c rs」と入力し、𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡を「独立」変数として
用いた場合の長期関係の推定を行う。それぞれの推定結果は以下の通りである。 

  
従って、問題文通り、𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡を左辺の変数とした場合、𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡 = −0.187 + 0.936𝑟𝑟𝐿𝐿𝑡𝑡が求められる。 

 

(c) 𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡の長期関係の推定を行った直後、コマンドウインドウに 

genr e_s = resid 

と打つと、e_s に残差が保存される。𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡の残差に関しても同様に保存することが出来る。e_s

をクリックし、「View」→「Unit Root Tests」→「Standard Unit Root Tests」と進む。ラグを
6 に設定した際の𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡の残差の ADF 検定の結果は以下の通りである。なお、ここでは、説明
変数に定数項を含めない設定で ADF 検定を行なっている。 

  
従って、𝑎𝑎1の推定値は-0.372 で、t 統計量は-4.78 であることがわかる。2 変数のモデルでサ



ンプルサイズは約 200 であるため、付表 C より、有意水準 5%の臨界値は-3.368 であること
がわかる。従って、共和分関係がないという帰無仮説は棄却されるため、𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡と𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡の間には
共和分関係があると考えられる。 

 

また、同様に、𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡の残差の ADF検定を行う。検定の結果は以下の通りである。𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡の残差の
検定同様に、説明変数に定数項を含めない設定で ADF検定を行なっている。 

 
従って、𝑎𝑎1の推定値は-0.337 で、t 統計量は-4.44 であることがわかる。有意水準 5%の臨界
値は-3.368 であるので、共和分関係がないという帰無仮説は棄却される。従って、𝑟𝑟𝑠𝑠𝑡𝑡と𝑟𝑟𝑟𝑟𝑡𝑡
の間には共和分関係があると考えられる。 

 

(d) 「Quick」→「Estimate VAR」を選択し、内生変数として d(rs) d(rl)を選び、外生変数とし
て c e_l(-1)を選ぶ。デフォルトのラグで VAR モデルの推定を行った後、「View」→「Lag 

Structure」→「Lag Length Criteria」を選択し、最大のラグを 10 とする。以下の表は、ラグ選
択の結果である。 



 
今回は AIC を用いて、ラグを 8 とする。以下の表はラグを 8 とした下での誤差修正モデル
の推定結果である。 

 



次に、Var Window から、「View」→「Impulse Response」を選択する。そして、デフォルト
の設定のまま OK を押す。すると、以下のインパルス応答関数のプロットを得る。 

 
 

(e) まず、両変数をプロットして、線形トレンドの存在を確認する。Workfile Window で「View」
→「Show」と進み、rsと rl を選択して OK を押すと、2変数のグループが作られる。そのグ
ループで「View」→「Graph…」と進み、デフォルトの設定のまま OK を押すと、以下のグ
ラフを得る。 

 
上のグラフから、これらの変数には線形トレンドがないと言える。 

 

次に上で作成した Groupで「View」→「Cointegration Test」→「Johansen System Cointegration 

Test」を選択する。そして、2番目の設定（Intercept (no trend) in CE – no intercept in VAR）と
7 までのラグを選択して検定を行う。以下の表は、検定の結果である。 



 
ここから、固有値 0.126と 0.006 が求まる。今回、𝑇𝑇 = 204と𝑛𝑛 = 2であるから、 

𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡(0) = −204[𝑟𝑟𝑛𝑛(1− 0.126) + 𝑟𝑟𝑛𝑛(1− 0.006)] = 28.701 

𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡(1) = −204𝑟𝑟𝑛𝑛(1 − 0.006) = 1.228 

𝜆𝜆𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚(0) = −204𝑟𝑟𝑛𝑛(1 − 0.126) = 27.474 

𝜆𝜆𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚(1) = −204𝑟𝑟𝑛𝑛(1 − 0.006) = 1.228 

と求まる。付表 D の 3 段目（共和分ベクトルに定数が含まれる場合）より、有意水準 5 パ
ーセントの元で、𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡(1)の臨界値と𝜆𝜆𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚(1)の臨界値は共に 9.24であることがわかる。ま
た、有意水準 5パーセントの元で、𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡(0)の臨界値は 19.96、𝜆𝜆𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚(1)の臨界値は 15.67 で
あることがわかる。従って、共和分ベクトルがないという帰無仮説は、どちらの統計量を用
いても棄却される。また、共和分ベクトルが 1つ存在するという帰無仮説は、どちらの統計
量を用いても棄却されない。従って、共和分ベクトルの数は 1であると決定することが出来
る。 

 

[5] 

(a) Command に 

genr lcancpi = log(cancpi) 

genr lcanex = log(canex) 

genr ljapancpi = log(japancpi) 



genr ljapanex = log(japanex) 

genr lswcpi = log(swcpi) 

genr lswex = log(swex) 

genr luscpi = log(uscpi) 

と入力して、各変数を対数変換する。次に、対数変換された各変数に対して、単位根の事前
検定を行う。各変数をクリックして、「View」→「Unit Root Tests」→「Standard Unit Root 

Tests」を選択する。以下の表は、各変数に対する ADF 検定の結果である。 

  



  

  



 
従って、カナダの CPIを除いた系列については、有意水準 5%の元で、単位根があるという
帰無仮説を棄却することはできない。ただし、米国の CPI については、有意水準 10%の元
では単位根仮説を棄却できる。米国の CPI がトレンド定常である場合、米国の系列を PPP

の共和分分析に含めることは出来ない。 

 

(b) 「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「ljapanex c ljapancpi luscpi」と入力し、推
定を行う。推定結果は以下の通りである。 

 
係数の点推定値は長期の PPP に一致しているようには見えない。長期の PPP が成立してい
るとすれば、𝑒𝑒 = 𝑃𝑃

𝑃𝑃∗
（e は自国通貨建ての名目為替レート、P は自国の物価水準、𝑃𝑃∗は外国の



物価水準）が成立するため、自国（日本）と他国（米国）の消費者物価指数が与える為替レ
ートへの影響は正反対の効果を持つはずである。しかし、自国の消費者物価指数と他国の消
費者物価指数の点推定値の符号は共に負である。従って、係数の点推定値は長期の PPP と
整合的ではない。 

 

また、共和分回帰で共和分ベクトルを求めた際、共和分ベクトルのパラメータの有意性を調
べるための t 統計量は一般に正規分布に従わない。従って、上の t値から日本の CPIは有意
ではないと判断してはいけない。 

 

(c) ljapanex の長期関係の推定を行った後、Command に 

genr e = resid 

と打つと、e に残差が保存される。次に、11 期のラグ階差を用いて e の ADF 検定を行う。
e をクリックし、「View」→「Unit Root Tests」→「Standard Unit Root Tests」と進む。ラグ
を 11に設定した際の残差の ADF 検定の結果は以下の通りである。なお、ここでは、説明変
数に定数項を含めない設定で ADF検定を行なっている。 

 
�̂�𝑒𝑡𝑡−1の係数の t 統計量の値は-3.43 である。また、付表 C より、3 変数でサンプルサイズが
500 の場合の、有意水準 5%の臨界値は-3.760、有意水準 10%の臨界値は-3.464 である。従っ
て、残差�̂�𝑒𝑡𝑡の単位根を棄却することはできないので、変数間に共和分関係があるとは言えな
い。よって、長期の PPP が成立するとは言えない。 

 



(d) (b)(c)と同じ手続きで分析をする。まず「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「lcanex 

lcancpi luscpi」と入力し、カナダと米国の長期関係の推定を行う。推定結果は以下の通りで
ある。 

 
係数の点推定値は PPP と整合的に見える。次に、lcanex の長期関係の推定を行った後、
Command に 

genr e_can = resid 

と打つと、e_can に残差が保存される。次に、10 期のラグ階差を用いて e_can の ADF 検定
を行う。e_can をクリックし、「View」→「Unit Root Tests」→「Standard Unit Root Tests」と
進む。ラグを 10 に設定した際の残差の ADF 検定の結果は以下の通りである。日本の場合
同様、説明変数に定数項を含めない設定で ADF検定を行なっている。 

 

従って、t 統計量-1.89 を得る。有意水準 5%の臨界値は-3.760、有意水準 10%の臨界値は-3.464



であった。従って、残差�̂�𝑒𝑡𝑡の単位根を棄却することはできないので、変数間に共和分関係が
あるとは言えない。よって、長期の PPP が成立するとは言えない。 

 

次に、スイスの場合を分析する。まず「Quick」→「Estimate Equation…」を選択して「lswex 

lswcpi luscpi」と入力し、スイスと米国の長期関係の推定を行う。推定結果は以下の通りで
ある。 

 
係数の点推定値は PPP と整合的に見える。次に、lswex の長期関係の推定を行った後、
Command に 

genr e_sw = resid 

と打つと、e_sw に残差が保存される。次に、10期のラグ階差を用いて e_sw の ADF 検定を
行う。e_sw をクリックし、「View」→「Unit Root Tests」→「Standard Unit Root Tests」と進
む。ラグを 10 に設定した際の残差の ADF 検定の結果は以下の通りである。日本の場合同
様、説明変数に定数項を含めない設定で ADF 検定を行なっている。 

 



従って、t 統計量-3.03 を得る。有意水準 5%の臨界値は-3.760、有意水準 10%の臨界値は-3.464

であった。従って、残差�̂�𝑒𝑡𝑡の単位根を棄却することはできないので、変数間に共和分関係が
あるとは言えない。よって、長期の PPP が成立するとは言えない。 

 

(e) 「Quick」→「Estimate VAR」を選択し、内生変数として d(luscpi) d(ljapancpi) d(ljapanex)

を選び、外生変数として c e(-1)を選ぶ。また、ラグを 11にする。すると、以下の推定結果
を得る。 





従って、問題文の推定結果が確かめられた。 

 

(f) Var Window から、「View」→「Impulse Response」を選択する。そして、デフォルトの設
定のまま OK を押す。すると、以下のインパルス応答関数のプロットを得る。 

 

 

(g) (b)の回帰式の被説明変数と説明変数を入れ替え、それぞれの回帰式の残差を用いて(c)と
同じ手続きによってエングル＝グレンジャーの共和分検定を行う。 

 

まず、𝑟𝑟𝑛𝑛(𝐽𝐽𝐴𝐴𝑃𝑃𝐴𝐴𝐽𝐽𝐽𝐽𝑃𝑃𝐽𝐽𝑡𝑡)を被説明変数として長期関係を推定する。「Quick」→「Estimate 

Equation…」を選択して「ljapancpi c ljapanex luscpi」と入力した後、OK を押せば良い。そし
て、commandに 

genr e_japancpi = resid 

と入力し、残差を保存する。次に e_japancpi をクリックして、「View」→「Unit Root Tests」
→「Standard Unit Root Tests」と進む。また、ADF検定の右辺に定数項を含めない設定にし
て、ラグを 11とする。すると、検定結果は以下の通りになる。 



 

�̂�𝑒𝑡𝑡−1の係数の t 統計量の値は-1.02 である。また、付表 C より、3 変数でサンプルサイズが
500 の場合の、有意水準 5%の臨界値は-3.760、有意水準 10%の臨界値は-3.464 である。従っ
て、残差�̂�𝑒𝑡𝑡の単位根を棄却することはできないので、変数間に共和分関係があるとは言えな
い。 

 

次に、𝑟𝑟𝑛𝑛(𝑈𝑈𝑈𝑈𝐽𝐽𝑃𝑃𝐽𝐽𝑡𝑡)を被説明変数として長期関係を推定する。「Quick」→「Estimate Equation…」
を選択して「luscpi c ljapanex ljapancpi」と入力した後、OK を押せば良い。そして、command

に 

genr e_uscpi = resid 

と入力し、残差を保存する。次に e_uscpi をクリックして、「View」→「Unit Root Tests」→
「Standard Unit Root Tests」と進む。また、ADF検定の右辺に定数項を含めない設定にして、
ラグを 11とする。すると、検定結果は以下の通りになる。 



 
�̂�𝑒𝑡𝑡−1の係数の t 統計量の値は-2.07 である。また、付表 C より、3 変数でサンプルサイズが
500 の場合の、有意水準 5%の臨界値は-3.760、有意水準 10%の臨界値は-3.464 である。従っ
て、残差�̂�𝑒𝑡𝑡の単位根を棄却することはできないので、変数間に共和分関係があるとは言えな
い。 

 

以上の結果より、共和分検定の結果は、誤差修正項のために必要であった長期関係の回帰式
の基準化に影響されないことが言える。 

 

[6] 

(a) Workfile Window で「View」→「Show」と進み、lcanex lcancpi luscpiを選択して OK を押
すと、3変数のグループを作成できる。次に作成した Groupで「View」→「Cointegration Test」
→「Johansen System Cointegration Test」を選択する。そして、2 番目の設定（Intercept (no trend) 

in CE – no intercept in VAR）と 11 までのラグを選択して検定を行う。以下の表は、検定の結
果である。 



 
従って、𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡統計量と𝜆𝜆𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚統計量の値は問題文の表と一致する。付表 D の 3段目（共和分
ベクトルに定数が含まれる場合）より、有意水準 5 パーセントの元で、𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡(0)の臨界値は
34.91、𝜆𝜆𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚(0)の臨界値は共に 22 であることがわかる。従って、共和分関係がないという
帰無仮説は棄却される。また、有意水準 5 パーセントの元で、𝜆𝜆𝑡𝑡𝑡𝑡𝑎𝑎𝑡𝑡𝑡𝑡(1)の臨界値は 19.96、
𝜆𝜆𝑚𝑚𝑎𝑎𝑚𝑚(1)の臨界値は共に 15.67 であることがわかる。従って、共和分関係が 1 つ存在すると
いう帰無仮説は棄却出来ない。従って、共和分ベクトルの数は 1 であることが確認出来る。 

 

(b) 問題文の共和分ベクトルを為替レート𝑟𝑟𝑛𝑛(𝐽𝐽𝐴𝐴𝐽𝐽𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡)について基準化すると、 

𝑟𝑟𝑛𝑛(𝐽𝐽𝐴𝐴𝐽𝐽𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡) + 6.833𝑟𝑟𝑛𝑛(𝐽𝐽𝐴𝐴𝐽𝐽𝐽𝐽𝑃𝑃𝐽𝐽𝑡𝑡)− 1.686𝑟𝑟𝑛𝑛(𝑈𝑈𝑈𝑈𝐽𝐽𝑃𝑃𝐽𝐽𝑡𝑡)− 33.358 

となる。この長期関係は PPP と整合的であるとは考えられない。PPP が成立しているなら、
𝑟𝑟𝑛𝑛(𝐽𝐽𝐴𝐴𝐽𝐽𝐶𝐶𝐶𝐶𝑡𝑡)と𝑟𝑟𝑛𝑛(𝐽𝐽𝐴𝐴𝐽𝐽𝐽𝐽𝑃𝑃𝐽𝐽𝑡𝑡)の係数の符号は異なるものであるべきである。 


